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「商工業」元気づくり事業費補助金 

ご 案 内 

 

 京都府と京都府中小企業団体中央会では、平成２６年４月の消費税率引き上げを踏ま

えて中小小売・サービス業、伝統産業の事業者グループが行う、売上げ向上につながる

取組を支援する『「商工業」元気づくり事業』を実施します。 

 これは、中小企業応援隊の支援策として、対象となる事業者グループのみなさんが平

成２６年６月までに実施される取組（事業）に必要な経費の一部を補助し、応援しよう

とするものです。 

 

【申請受付期間】 

 

  平成２６年４月１日（火）から平成２６年４月２５日（金）まで 

（受付時間は、募集期間中の平日の午前９時～正午、午後１時～午後５時までです。） 

 申請される場合には、事前に本会までご相談・ご連絡ください。 

 また、補助金は予算の範囲内で交付されますので、期間内であっても募集を終了すること、あるいは希望

された金額を交付できない場合もありますのでご了承願います。 

 

【申請書の提出先】 

 

  中小企業応援隊員を経由して京都府中小企業団体中央会へ提出 

 

【申請要件】 

 

  京都府中小企業団体中央会の中小企業応援隊員の支援を受ける中小小売・サービス、

伝統産業事業者のグループ・組合 

 

【問合せ先】 

    京都府中小企業団体中央会 

       各組合等の担当者にお問い合わせください。 

      本部事務所 TEL 075-314-7131、FAX 075-314-7130 

      北部事務所 TEL 0773-76-0759、FAX 0773-76-7930 
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１ 補助対象者 

京都府内に事業所等を有する下記の中小小売・サービス業、伝統産業の事業者グルー

プが対象です。 

 ○対象となる事業者グループの定義 

小売業・サービス業（商店街関係の団体を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任意団体 

 

 

 

 

 

 

 

 京都府内に主たる事業所等を有する小売・サービス業に係る複数

の中小企業者（会社、個人）によるグループで、代表者を定めると

ともに、経理処理が的確にできること。 

○中小企業の範囲 

 

 

 

 業種  従業員基準 資本金基準  

 

 

小売業 

サービス業 

    ５０人以下 

    １００人以下 

 ５千万円以下 

 ５千万円以下 

 

組合等 

 

 

 小売・サービス業に係る事業協同組合、企業組合等の法人格を有

する団体であって、府内の中小企業者が構成員の過半数を占めるも

の。 

伝統産業   

  京都府内に主たる事業所等を有する京もの指定工芸品及び京もの伝統食品の販

売等を行う複数の中小企業者（会社、個人）によるグループで、代表者を定めると

ともに、経理処理が的確にできること。 

 

２ 補助対象事業 

 平成２６年４月の消費税率引き上げを踏まえて中小小売・サービス業、伝統産業の事

業者グループが行う、グループ構成員の売り上げ向上につながる取組で、平成２６年４

月１日から６月３０日までに実施する事業。 

 なお、実施される催しについては、「京都ええもん市」の冠を付加するとともに、所

定のロゴマークを使用すること。 

 ※当補助金の交付決定前に終了した取組（事業）は、対象外とします。 

 また、同一取組（事業）について、国や府等の公的な補助金、助成金等の交付を受け

ている場合、又は受けることが決まっている場合も対象外とします。 

 （事業例） 

スプリングセール 春に関連する素材などをテーマに需要を喚起すセールを開催 

春の行楽イベント 

 

食肉、青果系の組合などが、集客イベントともに、行楽に向 

けたバーベキューをはじめとする材料などの即売会を実施 

入学、こどもの日 

関連イベント 

家具、玩具組合などをはじめ、セールにより、こどもに関連す

る商品の需要を喚起 
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３ 実施期間等 

受付期間   平成２６年 ４ 月 １ 日 ～ ４ 月２５日 

事業実施期間   平成２６年 ４ 月 １ 日 ～ ６ 月３０日 

実績報告書提出期間   事業終了から５日以内 

 

４ 補助率等 

 １補助事業団体当たり 補助対象経費の２分の１以内（上限３００，０００円） 

 

５ 補助対象経費 

  ・申請取組（事業）の実施に必要な経費で、交付決定日以降に請求・支払い行為が発   

生したものが対象。 

※対象外経費：人件費、借入れに伴う支払い利息、公租公課（消費税など）、不動産

購入費、官公署に支払う手数料等、振込手数料、飲食・接待費、税務申告・決算書

作成等のための税理士等に支払う費用、その他公的資金の使途として社会通念上、

不適切と認められる費用 

※補助金交付の目的に従って、誠実に補助事業を行ってください。 

 

６ 提出書類等 

 交付申請書（交付申請書等は、支援を受けている中小企業応援隊員に提出ください。） 

 

７ 交付の決定 

 交付の決定は、申請内容を審査の上、文書により中小企業応援隊員を通じて各申請者

に通知いたします。 

   ① 補助金は、予算の範囲内で交付するため、採択されることになった場合にも希

望された金額のすべてに応じられない場合があります。 

   ② 補助金の支払いは、取組（事業）終了後の精算払いとします。 

 

８ 実績報告書の提出について 

  ・取組（事業）終了後速やかに実績報告書を京都府中小企業団体中央会に提出してく

ださい。また、領収書や明細がわかる資料の添付（成果物見本や写真等）が必要で

す。（その際、取組（事業）実績について経営支援員が確認させていただきます。） 

  ・京都府中小企業団体中央会において実績報告書を受理後、取組（事業）及び経費を

審査の上、補助金額を確定し通知します。 


